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1. サマリー 

- 欧州委員会は、2025 年第 4 四半期にデジタル・ネットワーク法（DNA）の提案を予定しており、2025 年 12 

月 16 日を目標日としている。この文書は規則として提案される見込みであり、EU の全 27 加盟国に直接適用される

こ と に な る 予 定 で あ る 。 そ の 目 的 は 、 2018 年 の 「 欧 州 電 子 通 信 法 典 ： （ EECC ： European Electronic 

Communications Code）」を置き換えるか、もしくは大幅に改正し、EU の電気通信分野におけるルールブックを刷新

することである 

- 規則を選択することにより、EU 全体で同じルールが適用され、各国レベルでの国内法への転換が不要となる。その

目的は、特に周波数管理および市場参入義務における加盟国間のばらつきを抑制し、単一市場全体でオペレーター、

機器ベンダー、サービスプロバイダーに対して統一されたコンプライアンス基準と予測可能な投資環境を創出することにある。

また、監督に関する調整を合理化し、フォーラム・ショッピングを減少させることも狙いとしている。（次項へ続く） 

 

- この政策パッケージは、4 つの構造的なギャップを対象としている： 

 超高速大容量ネットワーク（光ファイバー、5G／6G）への投資不足 

 電気通信単一市場の分断、特に周波数 

 銅線から光ファイバーへの移行の遅れ 

 重要インフラ――すなわち 5G／6G ネットワークや海底ケーブルを含む分野におけるセキュリティとレジリエンスの

不十分さ 

 

- DNA（デジタル・ネットワーク法）の証拠基盤は、欧州委員会が 2024 年 2 月に公表したホワイトペーパー「How 

to master Europe’s digital infrastructure needs?（いかにしてヨーロッパのデジタルインフラ需要を掌握するか？）」、

その後のパブリック・コンサルテーション（公的協議）、そして 2025 年 6 月 6 日から 7 月 11 日まで実施された対

象を絞った証拠募集に由来している。これらのインプットは、シナリオ・テストを立法上の権限へと変換し、その適用範囲、

法的根拠、および執行の枠組みを定義する。 

 

- ネットワーク機器ベンダーには、5G／6G およびその他のネットワーク要素に関して、より厳格かつ調和されたセキュリテ

ィ義務が課される見込みであり、これが義務的な EU 認証と結び付けられる可能性がある。コンプライアンス（適合性）

は、サプライチェーン保証、セキュア・バイ・デザインの文書化、脆弱性開示制度、そしてライフサイクルを通じた修正可能性

に依存し、これらが市場アクセスおよび公共部門調達の適格性の前提条件となる。 

 

- オペレーターおよび接続サービスプロバイダーにとっては、銅線ネットワークの廃止加速とプライベート 5G／6G の推進が、

産業オートメーション、エッジデバイス、そしてオーケストレーション・ソフトウェアの対象市場を拡大することになる。周波数ルー

ルの調和は、自動車分野および IoT の国境を越えた展開を容易にするはずである。銅線または 2G／3G に依存する

レガシー IoT／M2M は、迅速な移行とデバイスの更新・改修を必要とする 

 

- クラウドおよびコンテンツ・プロバイダーにとっては、「公正な貢献」の組み込みにより、コスト分担や義務的な紛争解決

の枠組みが導入される可能性がある。一度提案されると、DNA は 2026 年を通じて通常立法手続へと進む見込みで

ある。規制リスクを軽減し、ネットワークの近代化を収益化するためには、積極的なステークホルダー関与、ビジネスモデル 


